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公正・透明な職場づくり推進要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、神奈川県職員等不祥事防止対策条例（平成19年神奈川県条例第

43号）第６条に定めるもののほか、内部通報を受け付け、調査し、必要な改善措

置等を実施し、及び公表するための体制の整備並びに内部通報を適切に処理する

ために必要な事項を定めるとともに、職場における事務の管理、運営、執行及び

組織執行体制等に関する相談及び意見（以下「相談等」という。）を受け付け、

必要な措置を講ずることにより、不祥事を未然に防止するとともに、県民から信

頼される県行政の実現に向けて、公正で透明な職場づくりを推進することを目的

とする。 

 

（定義等） 

第２条 この要綱の「職員」、「職員等」及び「不祥事」は条例第２条で定める「職

員」、「職員等」及び「不祥事」をいい、「内部通報」、「内部通報者」及び

「内部通報外部調査員」は、条例第６条に定める「内部通報」、「内部通報者」

及び「内部通報外部調査員」をいう。 

２ 条例第６条第２項第５号の知事が定めるものは、次に掲げる者とする。 

(1) 当該内部通報の日前１年以内に同項第２号から第４号までに定める者であっ

たもの 

(2) 同項第２号に掲げる者を使用している事業者、同項第３号に掲げる指定管理

者及び同項第４号に掲げる県の事務又は事業の委託を受けた者の役員（公益通

報者保護法（平成16年法律第122号）第２条第１項に規定する役員をいい、県の

事業に従事する場合におけるその役員に限る。） 

(3) 民間企業等に勤務する者で、当該企業等が県との間で締結した協定に基づき、

県において研修を受けているもの 

 

（公正・透明な職場づくり相談窓口） 

第３条 内部通報及び相談等に係る事務を処理するため、総務局総務室及び教育局行

政部行政課に公正・透明な職場づくり相談窓口(以下「公正・透明窓口」とい

う。)を設置する。 

２ 公正・透明窓口で内部通報及び相談等に従事する職員は、総務局総務室に設置す

る公正・透明窓口にあっては総務局長、総務局総務室長、総務局総務室室長代理

（不祥事防止対策担当）及び総務局総務室不祥事防止対策グループに配置された

職員（総務局総務室長が指定した職員に限る。）とし、教育局行政部行政課に設

置する公正・透明窓口にあっては教育局行政部長、教育局行政部行政課長、教育

局行政部行政課副課長及び教育局行政部行政課行政グループに配置された職員

（教育局行政部長が指定した職員に限る。）とする。 
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（内部通報を行う者の責務） 

第４条 内部通報は、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他不正の

目的で行ってはならない。 

２ 内部通報は、客観的事実に基づき、誠実に行わなければならない。 

３ 内部通報を行った者は、当該内部通報に係る調査に協力しなければならない。 

４ 内部通報は、実名により行わなければならない。ただし、次に掲げる場合は、こ

の限りではない。 

(1) 客観的に事実が説明できる資料が提出された場合 

(2) その他公正・透明窓口が認める場合 

 

（内部通報外部調査員及び公正・透明窓口職員の責務等） 

第５条  内部通報外部調査員（以下「外部調査員」という。）及び公正・透明窓口の

職員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後にお

いても、同様とする。 

２  外部調査員及び公正・透明窓口の職員は、誠実かつ公正に職務を遂行しなければ

ならない。 

３  公正・透明窓口の職員は、自ら又はその家族等が内部通報の対象となった場合に

は、当該内部通報に係る事務に携わることができない。この場合において、当該

職員は、直属の上司にその旨を申し出なければならない。 

 

（内部通報先及び方法） 

第６条 内部通報者は、次の各号のいずれかに掲げるものに対して内部通報を行うこ

とができる。ただし、自らの人事上の処遇、給与、勤務時間その他の勤務条件に

係わる事項については、内部通報を行うことができない。 

(1) 総務局総務室に設置した公正・透明窓口（教育委員会に関する内部通報を除

く。）及び教育局行政部行政課に設置した公正・透明窓口（教育委員会に関す

る内部通報に限る。） 

(2) 外部調査員 

２  内部通報は、別記様式若しくは当該様式の記載事項を記載した書面（ファックス

及び電子メールを含む。以下同じ。）又は口頭（来所又は電話によるものに限る。

以下同じ。）によるものとする。ただし、外部調査員に対する内部通報は、口頭

によることができない。 

 

（内部通報の受付） 

第７条 外部調査員及び公正・透明窓口の職員は、内部通報を受けたときは、その内

容を聴取する等により、当該内部通報の趣旨の確認に努めなければならない。 

２ 外部調査員は、受け付けた内部通報について、氏名等当該内部通報者が特定され、

又は類推される可能性のある情報を秘匿して、公正・透明窓口に報告するものと

する。ただし、当該内部通報者が秘匿することを要しない旨を申し出たときは、
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この限りでない。 

３ 外部調査員は、前項による報告に当たり、公正・透明窓口に対して次条第１項の

調査の実施等について必要な指示を行い、又は自ら調査する。 

４ 公正・透明窓口は、受け付けた内部通報について、外部調査員に報告するものと

する。 

５ 外部調査員は、前項による報告を受けた場合に、次条第１項の調査の実施等につ

いて公正・透明窓口に対して必要な指示を行い、又は自ら調査する。 

６ 外部調査員は、第３項及び前項により自ら調査する場合においては、公正・透明

窓口に通知するものとする。 

７ 公正・透明窓口は、第１項により受け付け、又は第２項により報告を受けた内部

通報の内容を、必要に応じて、速やかに知事又は教育長に報告するものとする。 

 

（調査） 

第８条 公正・透明窓口の職員は、外部調査員の指示のもとに、自ら又は関係所属の

協力を得て、関係者からの事情の聴取、報告の徴取、書類の閲覧、現地の確認そ

の他の必要な調査を行うものとする。 

２ 条例第６条第７項に基づき、外部調査員が自ら調査する場合は、公正・透明窓口

の職員は、外部調査員からの求めに応じ、その調査に協力するものとする。 

３ 前２項の調査に当たり、当該調査に係る事案が特に専門的な知見を要すると認め

られる場合は、公正・透明窓口は、外部調査員の承認を得て、当該専門的な知見

を有する者に意見を求めることができる。 

４ 第１項及び第２項の調査に当たっては、関係者の人権が不当に侵害されないよう

にしなければならない。 

５ 第１項及び第２項に基づき調査を受ける職員等及び関係所属等は、当該調査に協

力するとともに、調査の状況等を他に漏らしてはならない。 

６ 前項の職員等及び関係所属等は、当該内部通報者を特定するための調査等を行っ

てはならない。 

 

（調査開始等の通知） 

第９条 公正・透明窓口は、内部通報を行った者に対し、前条第１項に基づき調査を

開始したとき、又は第７条第６項の通知を受けたときは調査を開始した旨を、調

査を要しないこととなったときは、調査を要しない旨及びその理由を通知するも

のとする。ただし、当該内部通報が外部調査員が受け付けたものであるときは、

当該外部調査員を介して通知するものとする。この場合において、当該内部通報

者が特に通知を望んでいないとき等は、この限りでない。 

２ 前項による内部通報者への通知は、内部通報を受け付けてから20日以内にしなけ

ればならない。 
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（報告） 

第10条 公正・透明窓口は、第８条第１項による調査の結果を外部調査員に報告する

ものとする。この場合において、同条第３項の規定による意見を求めた事案にあ

っては、当該意見を添えなければならない。 

２ 外部調査員は、前項に基づく調査結果の報告を受けた場合には、講ずべき措置等

について、公正・透明窓口を経て、知事又は教育長に対し意見を述べ、又は助言

をする。 

３ 公正・透明窓口は、前項の外部調査員から意見又は助言を受けた場合には、調査

結果に付して、知事又は教育長に報告する。 

４ 外部調査員が自ら調査を実施した場合には、講ずべき措置等について、知事又は

教育長に対し意見又は助言を付して、公正・透明窓口を経て、その結果を知事又

は教育長に報告する。 

５ 公正・透明窓口は、必要に応じて、第２項又は前項の意見又は助言の内容を、内

部通報者に連絡するものとする。  

 

（改善措置） 

第11条 知事又は教育長は、調査結果について前条第３項又は第４項に基づく報告を

受けた場合は、同条第２項又は第４項の意見又は助言を踏まえ、次項に掲げる場

合を除くほか、必要に応じて、是正措置、再発防止策等の改善措置（以下「改善

措置等」という。）を講ずるものとする。この場合において、講じた改善措置等

が適切に機能していないことが判明したときは、改めて改善措置等を講ずるもの

とする。 

２ 知事又は教育長は、前条第２項又は第４項の意見又は助言が、他の任命権者に関

するものであるときは、当該任命権者に必要な改善措置等を講ずるよう要請する

ものとする。 

３ 前項の規定により要請を受けた任命権者は、必要な改善措置等を講じ、その結果

を知事又は教育長に報告しなければならない。この場合において、知事又は教育

長に報告した後に、講じた改善措置等が適切に機能していないことが判明したと

きは、改めて改善措置等を講ずるものとし、その結果を知事又は教育長に報告し

なければならない。 

 

（外部調査員への改善措置等の通知） 

第12条 知事又は教育長は、前条第１項に基づき改善措置等を講じたとき又は前条第

３項に基づく報告を受けたときは、速やかに外部調査員に対し、その旨を通知す

るものとする。 

２ 前項の規定は、改善措置等を講ずる必要がなかった場合に準用する。この場合に

おいては、その理由も併せて通知するものとする。 
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（改善措置等に対する外部調査員の意見及び助言） 

第13条 外部調査員は、前条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）に

より通知された改善措置等について、必要に応じて、知事又は教育長に意見を述

べ、又は助言をすることができる。 

２ 知事又は教育長は、前項による改善措置等に対する意見及び助言を受けたときは、

次項に掲げる場合を除くほか、当該意見及び助言を踏まえ、当該改善措置等につ

いて、再検討するものとする。 

３ 知事又は教育長は、第１項に基づき受けた意見及び助言に係る改善措置等が、他

の任命権者が行ったものであるときは、当該任命権者に、当該意見及び助言を踏

まえ、当該改善措置等について、再検討するよう要請するものとする。 

４ 前２項による再検討及びその結果に伴う改善措置等についての報告又は通知につ

いては、前２条の規定を準用する。 

 

（内部通報者への通知） 

第14条 知事又は教育長は、第12条の通知を行った場合、前条第１項に基づく意見又

は助言の有無について確認を行い、意見又は助言がない場合はすみやかに、前条

第１項の意見又は助言のある場合においては同条第４項で準用する措置等の終了

後すみやかに、内部通報を行った者に対し、調査の結果及び改善措置等の内容に

ついて通知するものとする。この場合において、当該内部通報が外部調査員が受

け付けたものであるときは、当該内部通報者に対しては外部調査員を介して通知

するものとする。ただし、当該内部通報者が特に通知を望んでいないとき等は、

この限りでない。 

２  前項の規定は、調査の結果、内部通報された事実がなかった場合又は改善措置を

講ずる必要がなかった場合に準用する。この場合においては、その理由も併せて

通知するものとする。 

 

（不利益な取扱いに関する申出） 

第15条  内部通報者は、正当な内部通報をしたことを理由として不利益な取扱いを

受けた場合には、外部調査員にその旨を書面により申し出ることができる。ただ

し、地方公務員法に基づく処分を除く。 

２ 外部調査員は、前項の申出を受けた場合には、自ら調査を実施し又は公正・透明

窓口に調査を実施させ、その調査結果に基づき、知事又は教育長に必要な意見を

述べ、又は助言をすることができる。 

３ 知事又は教育長は、前項による意見及び助言を受けたときは、次項に掲げる場合 

を除くほか、 必要な措置を講ずるものとする。 

４ 知事は、第２項の意見又は助言が知事及び教育委員会以外の任命権者に関するも

のであるときは、当該任命権者に、前項による意見及び助言を踏まえて、必要な

措置を講ずるよう要請するものとする。 

５ 前項の規定により要請を受けた任命権者は、必要な措置を講じ、その結果を知事
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に報告しなければならない。 

６ 知事又は教育長は、必要な措置を講じたとき又は前項により報告を受けたときに

は、速やかに外部調査員に対し、その旨を通知し、外部調査員はその旨を当該内

部通報者に通知するものとする。ただし、当該内部通報者が特に通知を望んでい

ないときは、この限りでない。 

７ 前項の規定は、措置を講ずる必要がなかった場合に準用する。この場合において

は、その理由も併せて通知するものとする。 

 

（内部通報以外の公益通報を行った者の保護等） 

第15条の２ 県は、職員が公益通報者保護法第３条第２号及び第３号に規定する保護

要件を満たす公益通報を行った場合に、当該通報を行ったことを理由として、不

利益な取扱いを行ってはならない。 

２ 県は、前項の通報を行った職員を特定するための調査を行ってはならない。 

 

（相談等） 

第16条 職員は、自らの所属等における事務の管理、運営及び執行並びに組織体制等

について、公正・透明窓口に対して、書面又は口頭により相談等を行うことがで

きる。 

２ 職員は、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他不正の目的で相

談等を行ってはならない。 

３ 相談等を行った者は、当該相談等に係る調査に協力しなければならない。 

 

（相談等への対応） 

第17条 公正・透明窓口の職員は、職員からの相談等を受けた場合には、相談等の内

容に応じて、自ら又は関係所属の協力を得て、関係者からの事情の聴取、書類の

閲覧、現地の確認その他必要な調査を行なうものとする。 

２ 前項の調査等に当たっては、相談者及び関係者の人権が不当に侵害されないよう

にしなければならない。 

３ 第１項に基づき調査等を受ける職員及び関係所属は、当該調査に協力するととも

に、調査の状況等を他に漏らしてはならない。 

４ 公正・透明窓口は、前項の調査等により、事務の管理、運営及び執行並びに組織

体制等について、改善措置等を要する事項を認めたときは、該当所属等に対して、

必要な指導、又は助言を行うことができる。 

５  公正・透明窓口は、前条に基づき受けた相談等が内部通報に該当すると認められ

るときは、相談等を行った者の同意を得て、内部通報として処理することができ

る。 

 

（外部相談窓口） 
第 17 条の２ 公正・透明窓口は、第 16 条第１項に規定する相談等に係る事務を処理
するため、県機関以外の者に委託することにより、職員からの相談等を受ける窓
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口（以下「外部相談窓口」という。）を設置することができる。 
２ 外部相談窓口は、前項に規定する相談等を受けることができる。 
３ 外部相談窓口は、相談等の内容に応じて、前条に規定する対応が必要となった場
合には、相談等を行った職員の所属、氏名、連絡先及び相談内容その他必要な事
項を公正・透明窓口の職員に報告するものとする。 

４ 公正・透明窓口の職員は、外部相談窓口から前項により報告を受けた場合には、
前条に従って対応を行うものとする。 

 

（教育長の知事への報告） 

第18条 教育長は、教育委員会に係る内部通報及び相談等について、知事の求めに応

じ、その内容を知事に報告するものとする。 

 

（公表） 

第19条 条例第10条の規定に基づき公表する事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 件数 

(2) 内部通報の概要及び措置状況。ただし、氏名等当該内部通報を行った者が特

定できる情報は公表しないものとする。 

(3) その他必要と認める事項 

２ 相談等については、前項の公表に併せ、毎年度その概要を公表する。 

 

（独自課題） 

第20条 知事又は教育長は、公正・透明窓口に対して、必要と認める事項について調

査を指示することができる。 

２  公正・透明窓口は、前項の指示による調査のほか、自ら課題を設定して、調査を

実施することができる。 

３  前項による調査、調査の結果及び改善措置等については、外部調査員に関する規

定を除き、 第８条、第10条及び第11条の規定を準用する。 

 

（実施細目） 

第21条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定めることができる。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成19年10月19日から施行する。 

２ 公正・透明な職場づくり推進要綱（平成17年４月１日施行）は廃止する。 

附 則 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則 
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 この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成25年９月25日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年６月２日から施行し、令和４年６月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年12月17日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年５月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年５月27日から施行する。 
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別記様式(第６条関係）  

公正・透明な職場づくり推進要綱に基づく内部通報 

１ 内部通報者 

氏          名  記入期日      年     月      日 

区 分 

（該当に○印） 

①県職員   ②派遣労働者   ③委託事業等従事者 

④その他（                              ） 

所 属 

（労務提供先） 
 

メールアドレス  

連 絡 先 電 話 （自宅・携帯）                   都合の良い時間帯等：                     

連絡先ＦＡＸ （自宅・携帯）                   都合の良い時間帯等：                     

２ 内部通報する内容 

 

 

 

内      容 

 

 

 

具体的に、 

いつ、どこで、誰

が、何を、 

どうしたか記して

ください 

 

上記内容を 

客観的に説明 

できる資料等 

（該当に○印） 

①ある（どんな資料ですか） ②ない（どうすれば説明できますか） 

③その他 

○ この内部通報書は、職員等の職務の遂行上、次に該当するものがあったときに使用してください。 

(1)法令（県の条例、規則を含む）に違反する行為 

(2)職務上の義務に違反し、又は職務を怠る行為 

(3)県民全体の奉仕者たるにふさわしくない非行 

(4)その他職務の遂行の公正さに対する県民の疑惑や不信を招くような行為 

○ 内部通報者は、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的で通報してはなりま

せん。また、客観的事実に基づき、誠実に通報し、通報に基づき行われる調査に協力しなければなりません。

証拠等の客観的に事実が説明できる資料がある場合は必ず添付してください。 

○ 内部通報者の氏名等は公にされず、通報を理由とする不利益な取扱いは禁止されますので、実名により通

報してください。ただし、客観的に事実が説明できる資料がある場合はこの限りではありません。 

○ この様式で足りない場合は、任意に用紙を足してください。  


